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研究成果の概要（和文）：環境保護のように隣国に外部効果を及ぼす国際公共財については、国家間の協力的供給を実
現することが難しいことが知られている。約束の遵守を強制する第3者機関を設立することが困難なので、それぞれの
国にとっては、事前に協力を約束し、事後に協調体制から離脱することが最適な行動となる。本研究はこのような事前
の約束と事後の実行との間の時間的非整合性の問題に着目した。政治家による外交努力を市民が評価できる選挙過程を
組み入れたシグナリング・モデルを構築し、多くの国際協約が設置している資金メカニズムが、先進国から発展途上国
への移転の機能だけでなく、コミットメント・ディバイスとしての機能も果たしていることを示した。

研究成果の概要（英文）：Environmental protection is a global public good that generates transnational bene
fit spillovers. International environmental agreements frequently fail to be enforced since there is no po
werful supranational organization that is independent of the interests of participating countries. It is t
he best response for each country to promise cooperation ex ante and deviate ex post, which produces the t
ime-inconsistency problem. We compose a signaling model including politicians' concerns for re-election si
nce their diplomatic performance in negotiations toward an agreement is evaluated in the context of domest
ic elections. Also we focus on the financial mechanism created by agreements, which receives contributions
 from participating donor countries and disburses funds to compensate for the additional costs for complia
nce. Its original purpose was to provide developing countries with financial assistance, but we show that 
it also serves as a commitment device encouraging compliance.
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１．研究開始当初の背景 

(1) 国際公共財とは、ある国によって供給さ

れ、その便益が国境を越えて他国にも及ぶ公

共財であり、環境保護政策もこれに含まれる。 

(2) 最近では、地球温暖化等の環境問題への

関心の高まりから、各国に十分な環境保護政

策を促すための国際協力体制の確立が試み

られている。 

(3) しかし、国際機関や国際協約による環境

保護の推進は、国内の公害規制とは異なり、

当初の合意を遵守せずその履行を怠った者

を罰する、参加国の利害から独立した強力な

第 3者機関を設置することが難しい。 

(4) 国際協約は、それに対する各国の参加も

さることながら、合意後参加国に履行を強制

することがさらに困難な課題であると言わ

れ、これまで多くの先行研究が国際合意の履

行の問題に注目してきた。 

 

２．研究の目的 

(1) 国際協約への参加と、合意の履行を促進

するインセンティブとして、国内の選挙過程

における国民の評価と、いくつかの国際協約

に設置されている資金メカニズムに注目し、

これらの要因が、どのように国際協力への流

れを生み出すのかについて、理論モデルを構

成して、明らかにする。 

(2) 政府や政治家の外交上の成果は、政治的

能力の高さを示すシグナルとなり、国内の選

挙過程において評価され、政治家の再選に寄

与するはずである。国内選挙が、国際協力体

制に政治家を参加させるインセンティブに

なり得ることを、シグナリング・モデルを用

いて示す。 

(3) モントリオール議定書など、環境問題解

決のためのいくつかの議定書・条約には、合

意内容の遵守国に、遵守にかかった費用を還

付する、資金メカニズムの創設が含まれてい

る。資金メカニズム設置の本来の目的は、先

進国から発展途上国に所得移転を行うこと

によって発展途上国の参加を促進すること

であるが、合意の遵守という点でも、国際協

力体制の確立に貢献していることを理論的

に示す。 

 

３．研究の方法 

(1) 国際公共財からの便益の完全代替性の

仮定をおいて、以後の分析の基準となる基本

的理論モデルを構築する。その際、政治家の

パフォーマンスが、政治家の能力のシグナル

となり、有権者の投票行動に影響を与えるこ

とを描写するために、シグナリング・モデル

を応用する。 

(2) 国際公共財からの便益の代替性に関す

る仮定を一般化し、便益が補完性を持つケー

スなど、完全代替以外のケースについても考

察できるように、基本モデルを拡張する。 

(3) 分析結果から、国際交渉における先進国

と発展途上国との間の環境保護政策に関す

る利害対立、疫病感染の予防などを含む他の

国際公共財について、どのような示唆を提供

できるかを考察する。 

 

４．研究成果 

(1) 先行文献によって確立されている再選

モデル、シグナリング・モデルを利用し、国

際公共財からの便益が完全代替的であると

いう仮定のもとで、基本的モデルを構築した。

モデル分析の結果、政治家の能力について政

治家と有権者との間に情報の非対称性が存

在するとき、国際交渉の舞台で、能力の低い

政治家が能力の高いふりをして国際公共財

の高水準の供給を提言し、再選を目指すこと

が、国際合意の形成と履行につながることを

示す結果を得た。分析結果をまとめた論文

“Financial Mechanism and Enforceability 

of International Environmental 

Agreements”は Environmental and Resource 

Economic 誌に掲載された。 

(2) (1)で形成した国家間交渉モデルには、



資金メカニズムについての交渉も組み入れ

られている。特に、資金メカニズムがコミッ

トメント・ディバイスの役割を果たすことを

明確にするために、事前に資金メカニズムの

設置に合意し拠出金を支払うことが各参加

国の合理性に適い、さらに事後にも、国際公

共財供給量についての約束を遵守し拠出金

を還付されること、あるいは遵守した国に拠

出金を還付することが、各参加国の合理性に

適う、という時間的整合性の要件が満たされ

ていることを示した。 

(3) 政治経済学的アプローチを取り入れる

ことによって、協力解の履行という経済学的

に重要な課題について、解決の可能性を示す

ことができた。なかでも、資金メカニズムが、

発展途上国の参加を促進するのみならず、

合意の遵守という点でも、貿易制裁に代わ

り得る有効な手段であることを示すことが

できた。 

(4) 国際公共財からの便益の代替性につい

ての仮定を一般化し、完全代替以外のケース

も扱えるように、モデルを拡張した。先行研

究では、環境保護政策については便益の代替

性が高いと思われること、数学的に扱いやす

く、示唆に富む結果を明示的に導出しやすい

こと、などの理由から、完全代替が仮定され、

各国によるただ乗り問題が強調されること

が多かった。仮定を一般化することによって、

政策効果が補完性を持つような環境問題、あ

るいは疫病管理、種の保存、金融の安定など

他の国際公共財供給問題についても考察で

きるようになり、補完性が高いほど、より十

分な自発的供給が行われるという結果を導

くことができた。分析結果を、大阪大学の西

村幸浩准教授と共同で、国内外の学会、研究

会で発表した。 
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